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１ 本事業の主旨  

 

 本地区（名瀬港本港地区）は，中心市街地と一体となった“みなとまち名瀬”

の玄関口にふさわしい賑わいのある都市空間として整備し，これまで４回の公

募を行い，土地利用を進めてまいりました。 

 今回の公募にあたりましても，これまで同様，本地区の土地利用方針に基づ

き実施します。 

 平成 27 年９月 埋立工事着手 

平成 31 年２月 埋立工事完了 

 令和 ３年２月 道路整備工事等完了（上下水道・ガス管布設等を含む） 

 

２ 分譲地の概要  

 

 （１）基本事項 

所在地 奄美市名瀬矢之脇町 

     2221-７ 

     2221-８ 

地目 宅地 

埋立申請の土地利用区分 業務施設用地 

都市計画法の用途地域 準工業地域 

特別用途地区 「奄美市特別用途地区内における建築物の制

限に関する条例」に定める第 1 種集客施設制

限地区 

建蔽率／容積率 60％／200％ 

駐車場法の区分 「奄美市建築物における駐車施設の附置等に

関する条例」に定める自動車ふくそう地区 

その他の区分 名瀬市街地特別景観区域 

 

※留意事項 

原則として，公有水面埋立法竣功告示の日（平成 31 年３月１日）から 

   起算して 10 年間は，土地の分割転売，地上権等の設定及び指定用途以外 

の土地利用はできません。 

小売業を中心とした土地利用はできません。 
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 （２）位置図 

 

 奄美市は，鹿児島市の南西約 370 ㎞の奄美大島に位置し，平成 18 年３月 20 日

に名瀬市・住用村・笠利町が合併し誕生しました。 

 

 奄美群島は，奄美大島を含む有人８島，12 市町村で構成されています。 

 （奄美大島・喜界島・徳之島・沖永良部島・与論島外３島） 

 

 奄美大島へのアクセスは，以下のとおりです。 
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名瀬港（本港地区）埋立地空撮（Ｒ５.９.５） 
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（３）分譲地の区画図 

業務施設用地  Ｈ－14，Ｈ－15 

 

※網かけ区画は，既に契約済または申込み受付済のため，今回の応募対象外 

 区画です。 

 

符   号  説明 （本分譲地での定義） 

Ａ － Ｊ  街区（道路に囲まれた同種の用途の土地） 

１ － 18  区画（街区を構成する売却単位となる土地） 

   九電柱    九電支線    ＮＴＴ支線柱   赤印については，道路敷内 

 

※インフラ平面図，地積測量図等の詳細につきましては，奄美市ホームページ 

 （https://www.city.amami.lg.jp/）をご覧ください。 

海 
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 （４）分譲地の面積と価格 

街区 
符号 

区画 
番号 

地番 
矢之脇町 

指定用途 
面 積 
（㎡） 

売却額 
   （円） 

分譲地内の 

構造物等 

Ｈ 

14 2221-８ 
観光関連 
＋流通関連 

2,070.33 253,921,833 
側溝（東，南） 
電柱（支線１本） 

15 2221-７ 2,070.32 253,920,607 側溝（北，東） 

街区小計 4,140.65 507,842,440  

※分譲地内の工作物，構造物の移転撤去にかかる補償等は行いません。 

※電柱については，それぞれの管理者に相談してください。 

 

 

 （５）指定用途と建築できる施設 

 指定用途 建築できる施設（日本標準分類*1の項目） 

業 

務 
施 
設 

用 

地 

観光関連 

大分類Ｍ 宿泊業，飲食サービス業の全て 

上記以外で観光に関連する施設。 

但し，観光との関連性を明確にする資料を提出して頂い

たうえで，本市が設置する委員会で適当であると判断で

きた施設に限る。 

流通関連 

大分類Ｈ運輸業，郵便業のうち，中分類 43 道路旅客運送

業を除く全て 

大分類Ｉ卸売業，小売業 

 中分類 60 その他の小売 

  小分類 605 燃料小売業 

   細分類 6051 ガソリンスタンド 

上記以外で流通に関連する施設。 

但し，流通との関連性を明確にする資料を提出して頂い

たうえで，本市が設置する委員会で適当であると判断で

きた施設に限る。 

※全ての指定用途に関して，風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和23年法律第122号）第２条第１項第１号から第３号に規定する風俗営業，

同条第５項に規定する性風俗特殊営業に関する事業はできません。 
*1日本標準産業分類の詳細については，総務省のホームページをご覧ください。 
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３ 申込み  

 

 （１）一般事項 

１．同種の指定用途または同種の事業内容につき１応募までとします。 

２．「１街区」または｢１区画｣を単位として申込みをするものとします。 

 

 （２）その他   

１．質問事項がある場合は，別添の質疑書（様式－２）を令和６年４月  

１日（月）から５月 15 日（水）までに，本市宛に直接提出してくださ

い。 

・郵送，メール zaisei@city.amami.lg.jp は可 

・ＦＡＸ，電話は不可 

２．１次審査の書類提出終了後において，応募状況によっては申込み区画

変更の希望調査を行うことがあります。 

その際に変更を希望する場合は，申込書を再提出することができます。 

 

 

 

 （１）指定用途ごとの応募対象者 

   応募対象は，下記の表のとおりとします。 

   

指定用途 街 区 

応 募 者 

単独提案 共同提案 

法人 個人 
法人 
＋ 
法人 

法人 
＋ 
個人 

個人 
＋ 
個人 

業
務
施
設
用
地 

観光関連＋流通関連 Ｈ ○ × ○ ○ × 

 

 （２）共同提案 

１．業務施設用地の共同提案の代表は，法人のみとします。 

２．共同提案では，「１街区」または「１区画」を単位として，共同提案

を構成する１者の最低面積を 500 ㎡以上とします。 

なお，土地の持分登記による提案は，原則として認めないものとします。 

３．共同提案を構成する１者ごとの分筆登記は，可能としますが，共同提

案に起因する土地の分筆，工事，その他にかかる費用は，土地譲受者が

負担するものとします。 

４ 応募と条件  
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 （３）法人の資格 

１．３年以上の活動実績がある所得税法第２条第６号の内国法人（以下

「内国法人」）であること。 

２．土地取得後，本応募要領等に基づき提出した提案内容を実施する資力，

信用等を有する法人であること。 

３．地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該

当しないこと。 

４．会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始又は民事

再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがな

されていないこと。 

５．法人の代表者，役員及び使用人が，暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号から第４号まで

または６号の規定に該当しない者であること。 

６．国税・地方税に滞納がないこと。 

７．法令を遵守した経営を行っていること。 

 

 （４）個人の資格 

１．日本国籍を有すること。 

２．国税・地方税に滞納がないこと。 

３．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号から第４号までまたは６号の規定に該当しない者であ

ること。 

 

 （５）施設等の条件 

   １．施設の建築 

  土地譲受者のみが施設を建築することが可能。 

   ２．附帯便益施設（指定用途の利用者の利便性向上を図る施設） 

  附帯する施設の面積は，主たる用途の５分の１以下とする。 

   ３．建築開始の期限 

  土地売買契約の締結後，３年以内に施設の建築に着手すること。 

 

 （６）運営主体 

１．運営主体は，内国法人または個人の場合いずれも日本国籍とします。 

２．附帯便益施設の運営主体は，内国法人または個人の場合いずれも日本

国籍とします。 
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５ 提出書類  

 

 （１）1次審査（資格審査）提出書類 

１次審査（資格）の分譲申込書は１部，それ以外の書類は各２部提出してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  書  類 内   容 書 式 

共通 １ 分譲申込書 
業務施設用地（単独提案） 様式１-１ 

業務施設用地（共同提案） 様式１-２ 

法人 

２ 定款   

３ 商業登記簿謄本 発行後３ヶ月以内のもの  

４ 法人印鑑証明 発行後３ヶ月以内のもの  

５ 納税証明書 
国税・地方税の滞納がない

ことの証明 
 

６ 財務諸表 直近３ヶ年  

７ 
指定用途との関連性を

明確にする資料 

建築予定の施設が街区の指

定用途の日本標準分類に明

確に記載されていない場合 

書式自由 

個人 

８ 住民票 発行後３ヶ月以内のもの  

９ 印鑑証明書 発行後３ヶ月以内のもの  

10 納税証明書 
国税・地方税の滞納がない

ことの証明 
 

11 資力が確認できる書類 
資産証明書・預金残高証明

書・借入残高証明書等 
 

12 
指定用途との関連性を

明確にする資料 

建築予定の施設が街区の指

定用途の日本標準分類に明

確に記載されていない場合 

書式自由 
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 （２）２次審査（事業提案審査）提出書類 （1 次審査を通過した者） 

１次審査を通過した応募者は，２次審査（プレゼンテーション）に必要な以下

書類を，別途定める期限までに通知する部数を提出してください。 

 

 書  類 内   容 書  式 

１ 土地利用計画 

イ．施設設置により目指す目的 

書式自由 

ロ．業種 

ハ．事業内容 

二．運営主体 

ホ．附帯施設（設置する場合）の業種 

２ 建物 

イ．位置図（附帯施設も含む）1/100 

書式自由 

ロ．建物規模（附帯施設も含む） 

ハ．建物構造（附帯施設も含む） 

二．平面図（附帯施設も含む）1/100 

ホ．立面図（附帯施設も含む）任意 

３ 運営主体 
イ．名称 

書式自由 
ロ．資本構成 

４ 
附帯便益施設 

の運営主体 

イ．名称 
書式自由 

ロ．資本構成 

５ スケジュール 
イ．工事着手時期から開業までの説明がで

きる資料 
書式自由 

６ 投資計画 

イ．投資計画等の説明できる資料 様式－３ 

ロ．自己資金がある場合は，預金残高証明

書等 

 

 

ハ．借入金がある場合は，銀行等の発行す

る融資見込証明書 
 

ニ．その他の資金がある場合は，その他の

資金を証明できる公的機関または銀行

等の発行する書類 

 

※ロ，ハ，ニは可能な場合は添付すること  
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 （３）提出先 

申込みは，下記まで直接または簡易書留等の収受が確認できる郵送にて

提出してください。（期限内必着） 

 

【提出先】 

 〒894-8555 

  鹿児島県奄美市名瀬幸町 25 番８号 

   奄美市総務部財政課財産管理係 

    電話 0997-52-1111（内線 5444・5445） 

 

※直接提出の場合は，土曜日，日曜日及び祝祭日を除く，午前９時から午

後５時までとします。 

（電話，ＦＡＸ，メールによる申込みはできません。） 

 

 

６ 選定方法  

 

（１）１次審査（資格審査） 

応募者から提出された書類について資格審査を行います。 

   

（２）２次審査（事業提案審査） 

奄美市が設置する選考委員会において，参加者からの提出内容のプレゼ 

ンテーション及びヒアリングにて審査を行います。 

事業目的や各区画の指定用途との整合性，事業計画の実現性，事業実現 

による地域への効果・貢献度，将来にわたる事業の継続性等を基準に審査 

します。 

 

 （３）候補者の決定 

土地譲渡候補者は，奄美市が設置する選考委員会での審査結果等を踏ま

え，奄美市において契約候補者として決定します。 
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７ スケジュール  
 

項   目 日   程 

新 聞 広 告 令和６年４月 １日（月） 

応募要領配布 
開 始 令和６年４月 １日（月） 

終 了 令和６年５月 10 日（金） 

質問事項提出 
開 始 令和６年４月 １日（月） 

終 了 令和６年５月 15 日（水） 

質 問 事 項 回 答 令和６年５月 20 日（月） 

１ 次 審 査 

書 類 提 出 

開 始 令和６年４月 １日（月） 

終 了 令和６年５月 31 日（金） 

１ 次 審 査 結 果 通 知 令和６年６月中旬 

２ 次 審 査 

書 類 提 出 

開 始 令和６年６月中旬 

終 了 令和６年７月下旬 

 ２次審査：プレゼンテーション 令和６年８月中旬 

候 補 者 結 果 通 知 令和６年９月初旬 

契 約 締 結 ・ 保 証 金 納 付 令和６年９月中旬以降 

残 額 納 付 令和６年 10 月下旬 

土 地 引 渡 令和６年 11 月中 

土 地 登 記 令和６年 11 月中 

※応募の状況によっては，上記のスケジュールを変更することがあります。 

※質問の回答は，すべて奄美市ホームページ上にて行います。 
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８ 契約  

 （１）契約の締結・契約保証金 

土地譲受者は，契約候補者決定通知後，原則２週間以内に本市と土地売 

買契約（以下「契約」という）を締結するものとします。 

契約締結の際には，契約保証金として売買代金の 10％を納付するものと 

します。 

 なお，土地譲受者が指定期間内に契約を履行しない場合は，本市は契約 

を解除することができます。 

ただし，本市が真にやむを得ない理由があると認めて承認した場合は， 

契約締結までの期間を２週間延長することができることとします。 

 

 （２）土地売買代金の納付 

土地譲受者は，売買代金から契約保証金を除いた残りの代金を，本市が 

発行する請求書により，指定する期日までに一括して支払うものとします。 

 

 （３）第三者への譲渡等の制限 

土地譲受者は，竣功認可告示の日（平成 31 年３月１日）から起算して 10 

年間は，当該土地を指定用途以外に使用したり，第三者へ譲渡及び使用さ 

せ，又は地上権，質権，使用貸借による権利若しくは賃借権その他使用及 

び収益を目的とする権利を設定することはできません。 

 

 （４）着手期限 

土地譲受者は，土地引き渡しの日から３年以内に指定用途に供する建築 

物の工事に着手しなければなりません。 

 

 （５）契約解除・買戻し特約 

土地譲受者が，「第三者への譲渡等の制限」及び「着手制限」に違反し 

た場合は，本市は何ら催告することなく契約を解除し，又は当該土地を買 

戻すことができます。 

 

 （６）原状回復義務 

土地譲受者は，契約を解除され本市に土地を返還する場合は，本市が指 

定する期日までに当該土地を原状に回復して返還しなければなりません。 

その際には，指定の期日までに土地譲受者は，当該地の所有権移転登記 

に関する必要書類を本市に提出しなければなりません。 
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９ その他  

（１）土地の引渡し及び所有権の移転  

 移転登記完了前であっても，土地売買代金の全額支払いが確認できた場 

合には，土地引渡書を交付し所有権が移転したものとして取り扱います。 

土地引渡書を交付後は，当該土地の維持管理責任は土地譲受者が負うも 

のとします。 

 

（２）所有権移転登記及びその他の費用負担 

 土地の所有権移転登記は，本市が行いますが，所有権移転登記に要する 

費用は，土地譲受者の負担となります。 

土地の所有権移転後の不動産取得税，固定資産税，下水道受益者負担金 

等の租税公課及びその他の工事・費用等については，土地譲受者の負担と 

なります。 


